
都道府県による共同調達の推進に向けた情報共有について

■ 2024年2月に内閣官房にて実施した「都道府県の主導により実施した情報システムの共同調達に関するアンケートについて（依頼）」で得たデータを基に、各都道府県の共同調達の取組状
況を見える化する「共同調達ダッシュボード」等を活用した情報共有の仕組みを検討中

■ 共同調達の取組状況のダッシュボードをホームページで公開することで、他団体の取組状況の把握に要するコストを下げるなど、調達業務の効率化等に資する支援を行うことが可能

共同調達取組状況の情報共有の概要

共同調達取組状況の情報共有のメリット

都道府県
（取りまとめ団体）

市区町村
（参画団体）

・共同調達を活用している、サービス（スペック・価格帯等）、事業者
情報、仕様書の共有可否等を幅広く容易に検索でき、共同調達業
務の効率化や質の向上が期待できる。

・共同調達実施団体数の多いシステム・ツールが一目で分かり、取り組
みやすいシステム・ツールが把握できるなど、共同調達に取組むに当
たって有効な情報を感覚的に分かりやすく入手可能。

・事業者（ベンダー）に対しても共同調達に関する情報を開示すること
で、より適切な内容（スペック・料金・分野等）で事業者から提案を
受けられる可能性が高くなる。

・共同調達を活用している、サービス（スペック・価格帯等）、事業者情
報、仕様書の共有可否等を幅広く容易に検索でき、共同調達の候補
を都道府県等に対して提案しやすくなる。

・具体的な事例の情報の中で、共同調達の仕組みやメリット等を確認す
ることができ、共同調達への参画実績が少ない市区町村にとっては、
共同調達に取組むきっかけとなる。

■本年６月に閣議決定された「国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針」において、人口減少社会を前提とすれば、約1,800の地方公共団体がそれぞれ個別にシステム等を整
備することは必ずしも持続可能と言えず、地方公共団体の間で業務の共通性の高いアプリケーションについては、広域又は全国的な規模で共同して利用していく必要があるとされており、同方
針には、全国的なシステムの共通化に加え、これまでの取組を尊重し、 「都道府県の共同調達による横展開の推進等に取り組んでいく」ことが掲げられている。

■共同調達には、スケールメリットによる調達コストの低減、自治体職員の業務負担の軽減、個別調達が難しい小規模自治体におけるDXの推進などの効果が期待でき、既に都道府県が主
導する共同調達の取組が一定程度行われている中、蓄積された各都道府県の実績や知見・ノウハウを広く共有することで、情報システム担当課のみならず事業担当課の業務効率化等につな
がるとともに、事業者からより適切な内容のサービス提案を受けやすくなるなど、共同調達の取組がより一層進展するものと考えられるため、視覚的に把握しやすい情報共有の手法として、次
のとおりダッシュボード等を活用した情報共有の仕組みを検討している。 

資料４
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１．システム一覧

共同調達ダッシュボード イメージ①

2

数値については集計中のため仮置きのもの・未定稿



２．システムごとの共同調達実施状況一覧

共同調達ダッシュボード イメージ②
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数値については集計中のため仮置きのもの・未定稿



３．共同調達実施状況一覧

共同調達ダッシュボード イメージ③

一部ダミー情報に差し替え予定

・自治体毎の共同調達導入有無状況
・システム毎の共同調達採用状況
が閲覧可能
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数値については集計中のため仮置きのもの・未定稿



４．概要情報

共同調達ダッシュボード イメージ④
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各システムの導入都道府県別詳細情報が
閲覧可能

数値等については集計中のため仮置きのもの・未定稿



５．詳細情報

共同調達ダッシュボード イメージ⑤
費用負担の金額については●円から●円
といった幅で表記する予定
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●●県 0XX-123-456

数値等については集計中のため仮置きのもの・未定稿

●●/●●

デジタル田園都市国家構想
交付金
デジタル実装TYPE1
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